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社会的問題の顕在性と潜在性が研究成果に与える影響

○茅明子（科学技術振興機構・社会技術研究開発センター）

奥和田久美 科学技術・学術政策研究所)

1. はじめに

科学技術振興機構・社会技術研究開発センター

（ ）は，研究開発から得られる具体的な成果

を社会に還元し，実装することを強く意識した研究

開発プロジェクトを推進している［ ］．パンフレ

ットによれば、「社会技術」は、「自然科学と人文・

社会科学の複数領域の知見を統合して新たな社会

システムを構築していくための技術であり，社会を

直接の対象とし，社会において現在存在しあるいは

将来起きることが予想される問題の解決を目指す

技術」と定義されている．一方，「社会実装」につ

いては長らくイメージが統一化されていなかった

が，これを具体化するため，平成 年度から，過

去の研究成果の類型化による可視化が試みられて

いる［ ］．

「社会実装」の可能性を左右する要因は種々考え

うるが、研究が対象とする社会問題そのものも大き

な要因になる。しかし，これまでの の研究

開発においては，研究対象が「誰の」「どんな」社

会問題であるかということに関して，研究領域間で

の比較検討が十分に行われてはこなかった．上記の

「社会技術」の定義にある「社会において現在存在

しあるいは将来起きることが予想される問題」が画

一的に扱われ，社会問題のタイプに関わらず，研究

プロジェクトに画一的な「社会実装」を求めた可能

性もある．今回は、特に「社会問題」をその顕在性・

潜在性において定義しなおし，解決すべき社会問題

のタイプが異なる目標をもった研究領域の成果の

進捗を分析し，「社会実装」の可能性に関してあら

ためて考察を行なう．成果の分析方法に関しては，

筆者らによる前報告［ ］に準じており，詳しい説

明は省略する．

 
2. 「社会問題」の定義とタイプについて

2.1 社会構成主義による「社会問題」の定義

「社会問題」は様々な視点から定義しうるが，

のプロジェクトは問題の関与者が協働して

研究開発を進めることを推奨していることから，こ

こでは，社会構築主義の立場から「社会問題」とい

う言葉を定義することとする．

は，「社会問題」を 「なんら

かの想定された状態について苦情を述べ クレイム

を申し立てる個人やグループの活動である」と定義

した［ ］ また，「ある状態を根絶し 改善し ある

いはそれ以外の形で改変する必要があると主張す

る活動の組織化が 社会問題の発生を条件づける

社会問題の理論の中心課題は クレイム申し立て活

動とそれに反応する活動の発生や性質 持続につい

て説明することである 」とも記している［ ］．つ

まり，彼らによれば 社会問題ははじめから客観的

に存在するのではなく，「社会問題がある」と定義

しクレイムを申し立てる社会成員の活動（クレイム

申し立て活動）によって構築される［ ］．また，「社

会問題のプロセスには，単に誰かがクレイムを申し

立てるだけでなく，他者がそのクレイムに反応する

ことが必要となる」（ ）のである．

2.2 社会問題の潜在性・顕在性の分類

社会問題の理論的枠組みを初めに構築したアメ

リカの機能主義社会学者のロバート・マートンは，

社会問題を以下の 種類に分類した［ ］．

表 ：マートンによる社会問題の分類［ ］

社会学者の定義

社会問題 社会問題でない

成員の定

義

社会問題
「顕在的」社

会問題

「偽」の社会

問題

社会問題

でない

「潜在的」社

会問題

「通常の」社

会状態

マートンは同時に，社会学者を「潜在的」社会問

題を定義しうる特権的な存在として位置づけたが，

情報技術が発達し誰もが情報発信の担い手となっ
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ている現代社会においては，すでにそれは古いモデ

ルとなってしまっている．現代では，専門家のみな

らず一般の市民が「潜在的」社会問題を発見・発信

し，それに対して多くの社会の成員が呼応すること

で「社会問題」として共有認識されるという事象が

あちこちで頻出している．このような変化を踏まえ

て，筆者は 現代の社会問題は下記の成員により分

類されると考えている．

表 ：現代の社会問題の分類（筆者による修正分類）

イノベーターの定義

社会問題 社会問題でない

マジョリ

ティもし

くは政策

実行力を

有する成

員の定義

社会問題
「顕在的」社

会問題

「偽（架空

の？）」の

社会問題

社会問題

でない

「潜在的」社

会問題

通常の

社会状態

ここでは，エベレット・ ・ロジャースが提唱し

たイノベーター理論の概念を援用する［ ］．イノベ

ーター理論は，イノベーション普及に関する理論で

あり，顧客を新商品購入の早い順で，「イノベータ

ー」「アーリーアダプター」「アーリーマジョリティ」

「レイトマジョリティ」「ラガード」に分類した［ ］．

社会問題でも，まず最初にある問題を定義する人を

「イノベーター」と定義し，彼らがある問題を社会

問題であると申し立てる（クレイム申し立て活動）

とする．ここでは問題はまだ「潜在的」社会問題で

ある．それに対して，現代では，個人メディアまた

はマスメディアが反応し，そこからマジョリティあ

るいは政策実行力のある成員が問題を共有するこ

とで「顕在的」社会問題であると定義される．社会

構築主義の立場をとるならば，複数の人間が社会問

題と定義しないかぎり，その問題は社会問題ではな

い．イノベーターの成員が問題をアジェンダ化し，

そこから多くの，あるいは力を持つ成員にその問題

意識が広がっていくことで，問題は「潜在的」問題

から「顕在的」社会問題に移行する．

例えば日本において社会問題が「潜在的」から「顕

在的」に変化した代表的な事例としては，児童虐待

が挙げられる［ ］．上野らによれば，児童虐待の「増

加」は，児童虐待に対する定義の変化や，関心の高

まりによって生じており，虐待対策を行う社会福祉

施設や制度の「少子化時代のサバイバル」戦略とし

て登場しているという［ ］． 年以前の日本には

児童虐待の統計が存在しなかったため，発生件数が

増えているかどうかを知ることはできないが，これ

を，かつては存在しなかった問題あるいは件数の急

速増加した問題とは考えにくい．児童虐待という問

題は，「潜在的」問題から「顕在的」問題に変化し，

「社会問題」が構築されたと考えるべきである．

情報化社会となった現代では，「潜在的」問題か

ら「顕在的」問題への移行スピードが著しく短縮し

ている。今後はオープンデータ化や可視化技術がい

っそう進み、SNS や位置情報の利用が一般化し、

その先には人工知能が潜在性を明らかにする時代

へと変化することで、社会問題の顕在化の過程はさ

らに短縮化する可能性もあり、少なくとも社会学者

の役割は変容すると予想される。 
 
3. 研究開発成果の進捗の分析

3.1 分析対象とする事例 
今回の分析では，「科学技術と人間」領域内の「科

学技術と人間の相互作用」プログラム（以下「相互

作用」と略す、平成 年度～ 年度実施，全

プロジェクト）」，同じく「科学技術と人間」プロ

グラムの「21 世紀の科学リテラシー（以下「リテ

ラシー」と略す，平成17年度～平成22年度実施，

全 10 プロジェクト」）」［ ］と「犯罪からの子ども

の安全（以下「子どもの安全」と略す、平成 年

度～ 年度実施、全 プロジェクト）」［ ］の

つの領域における全 プロジェクトを対象として

分析を実施した．下記にそれぞれの領域・プログラ

ムの目標を記載する．

・「相互作用」プログラムは，1：科学技術と社会の

間に生ずる問題について，関与者が協働して評価・

意志決定し，対処する方法及び，システムの構築に

資する成果の創出．2：社会との相互作用を通した

科学技術の変容の実態・課題の把握と対応方策の提

言，を目標とした． 
・「リテラシー」プログラムは，科学が高度化して

いく中で，専門家と非専門家の知識の乖離を是正す

ることを目標とした． 
・「子どもの安全」領域は，犯罪から子どもを守る
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ために，科学的根拠に基づく犯罪予防を認知・普及

する景気となることを目標とした． 

3.2 分析プロセス

分析は，昨年の方法［ ］に準じて実施した．分

析の際用いた研究開発段階の指標は，表 の通りで

ある． 
 
表 ：プロジェクト終了時の研究開発段階

段階 定義

波及
生産物が当初予定した地域・組織等以外でも受け

入れられている

部分的定着
生産物が実験を行った地域・組織等で受け入れら

れている

社会実験
生産物が外部協力者を加えた継続的に実施でき

る担い手の基で検証されている

単発実験
生産物が外部協力者を加えた単発的な体制化の

基で検証されている

実験室デモ
情報収集や分析により作られた生産物が研究チ

ーム内で検証されている

：概念・モデル・

技術などの提示

実際の社会実装に向けた情報収集や分析が実施

され生産物が構築されている

準備段階 準備段階

3.3 本分析における社会実装の定義

本分析においては，研究開発段階（表 ）のうち、

部分的定着と 波及の つの段階を合わせて「社

会実装」のフェーズと定義することとする．

4. 分析結果 
研究成果の段階の分析結果を下記に示す．

4.1 「子どもの安全」と「相互作用」の比較

図 で示されているように，「子どもの安全」領

域では， プロジェクトのうち約 割が社会実装フ

ェーズにあった．また，全体の 割が実装の担い手

に引き渡された状態（ ：社会実験）まで到達して

いた（図 参照）．

一方で，「相互作用」プログラムでは，社会実装

のフェーズに達したプロジェクトは全体の約 で

あり，実装の担い手に引き渡すこと（ ：社会実験）

のできたプロジェクトは 割となった（図 参照）．

図 ：「子どもの安全」プロジェクト終了時の研究開発段階

図 ：「相互作用」プロジェクト終了時の研究開発段階

領域での比較では，「子どもの安全」領域は，「相

互作用」プログラムに比べて，社会実装フェーズに

達したプロジェクトが 倍強あったということがい

える 図 参照 ．

図 ：「子どもの安全」と「相互作用」プロジェクト終了時の

研究開発段階の比較

4.2 「子どもの安全」と「リテラシー」の比較

また，「リテラシー」プログラムでは，社会実装

フェーズに到達したプロジェクトは存在せず， ：

単発実験のフェーズに留まるものが全体 を占め

た（図 ）．
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図 ：「リテラシー」プロジェクト終了時の研究開発段階

「子どもの安全」領域と「リテラシー」プログラ

ムの比較では，単発実験に留まるプロジェクトが，

「リテラシー」は「子どもの安全」領域と比較して

倍に達しているということがいえる（図 参照）．

図 ：「子どもの安全」と「リテラシー」プロジェクト終了時

の研究開発段階の比較

4.3 「リテラシー」と「相互作用」の比較

「リテラシー」プログラムと「相互作用」プログ

ラムを比較すると，「相互作用」では全体の ％が

社会実装フェーズにあるのに対し，「リテラシー」

では社会実装フェーズに達しているプロジェクト

が という結果となっている．また，「リテラシー」

プログラムでは全体の ％が，継続的な実施体制を

作るに至らない「単発実験」のフェーズに留まるの

に対して，「相互作用」では全体の 割が「単発実

験」段階となっており，研究の進捗に大きな差がで

ている．

図 ：「リテラシー」と「相互作用」プロジェクト終了時の研

究開発段階の比較

5. 分析結果の解釈

5.1 研究成果のフェーズの違いをもたらす要因

前項の分析により，「相互作用」と「リテラシー」，

「子どもの安全」と「相互作用」及び「リテラシー」

プログラムでは，結果的に社会実装フェーズにかな

りな違いが出ることが判明した．そこから，研究成

果のフェーズの違いをもたらす他の要因を下記の

ように列挙する．

・ の運営方針

・マネジメント体制

・プロジェクト実施体制

・社会問題のタイプ

この中でも，特に「リテラシー」と「相互作用」

プログラムは，「科学技術と人間」領域内で実施さ

れており，マネジメント体制は同じである．しかし

ながら，領域の実施時期が異なっており，特に

の運営方針が「リテラシー」プログラムの成

果の進捗に大きな影響を及ぼしていると推測され

る． では平成 年に全体方針を社会実装を

重視する方針に大きく変更した［ ］．これ以降「研

究開発の計画策定にあたって，研究開発の出口とし

て社会実装を規定し，所定期間内に実装まで含めた

PDCAが一巡するように図ることが必要」という現

在の RISTEX の特徴をもつプロジェクトが推進さ

れるようになった経緯がある．「リテラシー」プロ

グラムは先の運営方針変更以前の平成 17 年度から

スタートしたプログラムであり，マネジメント・プ

ロジェクト実施者ともに，社会実装への意識が高く

なかったものと推測される．一方，「相互作用」プ
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ログラムは，運営方針変更以降の平成 19 年度から

プロジェクトを開始している．

ここから，研究成果のフェーズの違いをもたらす

要因としては，RISTEXの運営方針が成果の進捗に

大きく影響を与えていると考えられる．

5.2 社会問題の潜在性・顕在性と研究成果の進捗

では，「子どもの安全」と「相互作用」及び「リ

テラシー」プログラムの実装フェーズの違いはどこ

から生じているのだろうか．「子どもの安全」と｢リ

テラシー｣を比較するのであれば，前項と同じく

の運営方針の変更という変数も大きくきい

ているだろうと推測される．実際，「子どもの安全」

は平成 年にスタートしており，社会実装を重ん

じる運営方針以降の領域であり，「リテラシー」は

それ以前のプログラムである．

一方，「子どもの安全」と「相互作用」は共に平

成 年に領域を開始しており， の運営方針

に違いはない．考えうるのは，「マネジメント体制」

「プロジェクト実施体制」「社会問題のタイプ」で

あるが，ここでは「社会問題のタイプ」に注目して

議論をすすめる．

「子どもの安全」領域は，その名の通り，犯罪か

ら子ども守ることを目標に科学的根拠に基づく犯

罪予防の考え方の認知・普及を目指した研究開発で

あり，社会実装フェーズへの到達率も高かった．

で定義された社会問題でいうならば，「子どもの安

全」領域の目標はやや視点は広いものの，現場が既

に存在した「顕在的」問題を対象とした領域設計で

あったと推測される．一方，「相互作用」プログラ

ムは，科学技術の成果が社会に浸透する中で，技術

の変容をとらえ，そこから生じる問題を焦点として

おり，イノベーターによって定義されるが，マジョ

リティはまだ理解しえない「社会問題」となる以前

の「潜在的」問題を主に扱うことを目標としたプロ

グラムであったと推測される。そのため，同時期に

支援された「子どもの安全」領域に比べ，社会実装

フェーズにまで進展させることが難しかったとも

考えられるのではないだろうか． 
技術の変容がもたらす社会の問題は，多くの場合，

その技術を作り出す研究者によって最初に定義さ

れる．例えば，1990 年に米国のエネルギー省と米

国立衛生研究所の協働研究計画からはじまったヒ

トゲノム計画に対して，科学者側から人の尊厳を冒

す可能性が指摘され，そこから研究遂行に要する全

予算額の 3%から 5%を倫理的問題等の検討に充当

するというELSI(ethical，legal，social and issues;
倫理的・法的・社会的問題)プログラムが立ち上が

ったという歴史的経緯がある［ ］．現在では遺伝

子解析はビジネス化され，それに過剰反応する一部

の市民の行動が社会問題として顕在化しつつある。 
この問題の場合，1990 年当時においては，科学

者というイノベーターが，ヒトゲノム計画がもつリ

スクを政策実行力のある成員と共有することで，

「潜在性」を新たな研究対象にしたと言える．同様

に，「相互作用」プログラムのような主に｢潜在性｣

を対象とする領域では，まず，その問題を他者に認

識してもらうための「クレイム申し立て活動」を行

い，他者を納得させる努力や議論を展開する必要が

あったと推測される．また，単にクレイムを申し立

てるだけでなく，「他者がそのクレイムに反応する

ことが必要」なため，申し立て活動をする側だけで

はコントロールできない部分に対処する必要があ

る．つまり，問題を解決する云々以前に，その問題

をアジェンダ化する必要があると言える． 
つまり，「顕在化」した社会問題を対象とした領

域と「潜在性」を対象とした領域では，研究成果の

進捗に差が出るのは必然であるとの仮説が成り立

つ．この仮説を検証するためには，個々のプロジェ

クトの社会問題のタイプをさらに詳しく分析する

必要があるため今後の課題となるが，これから新規

の領域を設計するにあたっては，画一的に社会実装

を求めるのではなく，社会問題の「顕在性」「潜在

性」も考慮して設計していく必要があると言えるの

ではないだろうか． 
 

6. まとめ 
本研究では 内の つの領域とプログラム

「子どもの安全」，「相互作用」，「リテラシー」の研

究成果の進捗の分析を実施した．その結果，「子ど

もの安全」領域のプロジェクトが最も実装への到達

が高く，次に「相互作用」そして，「リテラシー」

という順番となった．「相互作用」と「リテラシー」

は同じマネジメント体制で実施されたが，

の運営方針が異なっており，これにより研究成果の

進捗に差が出たと推測される．
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一方で，「子どもの安全」と「相互作用」領域と

いう の運営方針を同じくする同時期に実施

された領域の比較から，社会問題の「顕在性」と「潜

在性」というタイプの違いも，研究成果の進捗に影

響を与えているのではないかとの仮説が導き出さ

れた．「潜在的」問題は，「クレイム申し立て活動」

という，イノベーターが定義した問題を多くの成員

に共有する活動を内包せざるをえないため，「顕在

化」した問題よりもプロセスが複雑であり，求めう

る社会実装フェーズに違いが生じえるとも考えら

れる．今後は，個々のプロジェクトの社会問題のタ

イプをより細かく分析することで，この仮説を検証

していくことが必要である．
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